
担当課 内容 ４年間の評価 ４年間の振り返り 課題

子ども家庭支援セ
ンター

要保護児童等とその家
庭について関係機関と
情報共有し、自殺リスク
の高い児童又は家庭に
ついては連携強化を図
ることで自殺防止に努め
るなど、自殺対策を推進
します。

実施

・実務者会議を令和２年７月７日、令
和２年１０月３０日、令和３年２月９日
（書面開催）に、代表者会議を令和２
年７月１４日、令和３年２月１６日（書面
開催）に実施し、連携強化を図った。

実施

・実務者会議３回（７月、１０月、２月）、
代表者会議２回（７月、２月）実施し、
連携強化を図った。なお、実務者会
議（７月、２月）と代表者会議（７月、２
月）については、新型コロナウィルス
感染症の感染拡大防止の観点から書
面開催とした。

実施

・３回の実務者会議（７月、１１月、３
月）及び２回の代表者会議（７月、３
月）において、希死念慮のあるケース
を含めた要保護児童の情報共有を行
い、現状及び今後の支援等について
協議することで、関係機関の連携強
化を図った。

実施

・２回の実務者会議（７月、１１月）及び
１回の代表者会議（７月）において、希
死念慮のあるケースを含めた要保護
児童の情報共有を行い、現状及び今
後の支援等について協議することで、
関係機関の連携強化を図った。

◎当初の予定
どおり実施でき
た

原則年３回の実務者会議及び原則年２回の代表者会
議において、希死念慮のあるケースを含めた要保護児
童の情報共有を行い、現状及び今後の支援等につい
て協議することで、関係機関の連携強化を図ることがで
きた。

把握しきれていない情報もあるため、関係機関との連
携を密に図る必要がある。

地域の高齢者が抱える
問題や自殺リスクの高い
方の情報などを会議な
どで把握、共有し、関係
者間での連携強化や地
域資源につなげて、高
齢者の自殺対策を推進
します。

未実施
・１０月３０日に実施したが、議題の中
で自殺対策についての議題や話題
提供はなかった。

実施
・９月２８日に実施した際、自殺対策の
リーフレットを配布し、周知を行った。

実施 ・３月に開催した会議で配布した。 未実施
・協議会委員が令和４年度と替わらな
いことから配布は行わなかった。

○概ね実施で
きた

会議の議題に応じてリーフレットの配布は行えている。
会議時だけでなく、委員の改選時など配布タイミングに
ついても検討していく。

虐待や介護と自殺との
関係性などを情報共有
することで、関係機関と
の連携を強化します。

未実施
書面開催で会議を実施したが、自殺
対策に関する議題はなかった。

実施
・３月１４日に書面開催により会議を実
施し、リーフレットを配布した。

実施 ・２月に開催した会議で配布した。 実施
・９月に開催した会議で「一人ひとりが
いのちを守る支援者【ゲートキー
パー】に」のリーフレットを配布した。

○概ね実施で
きた

会議の開催時にリーフレットの配布等、普及啓発は行
えている。

継続して会議時に参加者への普及啓発を行っていく。

障がい者支援課

虐待や介護と自殺との
関係性などを情報共有
することで、関係機関と
の連携を強化します。

未実施

・虐待防止ネットワーク会議におい
て、委員に対し、「あきる野市自殺対
策推進計画」の概要版や「ストレス
チェック・相談窓口チラシ」を送付し、
自殺対策について情報提供をしてい
く。

実施

・虐待防止ネットワーク会議におい
て、委員に対し、「あきる野市自殺対
策推進計画」の概要版や「ストレス
チェック・相談窓口チラシ」を送付し、
自殺対策について情報提供をした。

実施

・令和４年度第２回(令和５年３月１３
日）の虐待防止ネットワーク会議にお
いて、自殺統計による現状を報告し、
情報共有をした。

実施

・令和５年度第２回(令和６年３月２５
日）の虐待防止ネットワーク会議にお
いて、自殺統計による現状を報告し、
情報共有した。

○概ね実施で
きた

虐待防止ネットワーク会議において、自殺統計による
現状を報告し、自殺対策のネットワークの必要性や相
談先について情報提供することができた。

引き続き、虐待防止ネットワーク会議を開催し、健康課
から提供される資料により、自殺対策ネットワークの必
要性等について、情報提供していく。

地域防災課

コミュニティの中心的役
割を果たしている町内
会・自治会の活動を支
援し、地域の連携強化
による自殺リスクの低減
を図ります。

実施

・令和３年３月１０日、書面開催会議に
おいて、ゲートキーパー活動への協
力依頼及び相談窓口の情報提供を
行った。

実施

・３月９日に開催された町内会・自治
会連合会会議において、自殺対策へ
の情報提供（「ゲートキーパーと相談
窓口チラシ」の配布）及び協力を呼び
かけた。

実施

・２月１４日に開催された町内会・自治
会連合会会議において、自殺対策へ
の情報提供（「一人ひとりがいのちを
守る支援者ゲートキーパーに」の配
布）及び協力を呼びかけた。

実施

・１月９日に実施された 「ゲートキー
パー研修」を町内会・自治会連合会
役員会で説明の上、全会長あてに研
修参加の呼びかけを行った。

◎当初の予定
どおり実施でき
た

地域の様々な相談が寄せられる町内会長・自治会長
に、自殺対策に関する情報や市の相談窓口を広く周
知できた。会長を通じて地域の中に自殺対策への知識
等が浸透し、自殺リスクの低減につながると考える。一
方、会長が１、２年で交代する町内会・自治会も多いた
め、繰り返し周知を図る必要がある。

町内会長・自治会長を介して、各町内会・自治会会員
に、自殺対策に関する情報や市の相談窓口を周知し、
自殺リスクの低減を図っている。
近年、加入数が減少している中、周知対象者数が減少
している。

民生委員・児童委員が
地域活動の中で自殺リ
スクが高い方を把握した
時は、適切な関係機関
との連携を図ります。

実施

・令和２年５月に委員に対し自殺対策
推進計画書概要版を配布した。また、
令和２年９月期協議会にて「ストレス
チェック・相談窓口チラシ」を配布し、
地域における活動等で活用を依頼し
た。

未実施

・新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため予定した会議や行事を実施す
ることができず情報提供等することが
できていない。

実施

・９月期民生児童委員協議会におい
て東京都からの資料として「自殺防
止！東京キャンペーン」について周
知を行った。

実施

・９月期民生児童委員協議会におい
て東京都からの資料として「自殺防
止！東京キャンペーン」について周
知を行った。
・令和６年１月期民児協において健康
課から情報提供を行った。

○概ね実施で
きた

民生児童委員協議会において、自殺対策について周
知を行うことで、意識向上を図ることができた。地域活
動の中で自殺のリスクが高い方を把握した際には、関
係機関につなぎ、対応を依頼した。

実際に対応が必要な場面において、適切に対応できる
よう、今後も引き続き、協議会等で自殺対策の周知を
行うと共に相談機関について情報提供を行う必要があ
る。

保護司が更生保護活動
の中で自殺リスクが高い
方を把握したときは、適
切な関係機関との連携
を図ります。

未実施
・新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため集団活動を実施していない。

未実施
・集団活動が実施されなかったため、
自殺対策の情報提供や協力依頼を
することができなかった。

未実施

・令和５年２月に実施予定だった全体
会が雪のため中止となった。このため
令和５年４月の全体会で情報提供を
行う予定。

実施
・令和５年４月全体会においてパンフ
レットを配布した。

○概ね実施で
きた

令和２～４年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防
止や雪のために全体会が中止となったが、令和５年度
は周知を行うことができた。実際に対応が必要な場面
において、適切に対応できるよう、今後も引き続き、全
体会等で自殺対策についての周知を行っていく必要
がある。

実際に対応が必要な場面において、適切に対応できる
よう、今後も引き続き、全体会等で自殺対策の周知を
行うと共に相談機関について情報提供を行う必要があ
る。

健康課

健康づくり対策を推進
する各種団体や関係行
政機関などに対し、自
殺の現状や対策の理解
を含め、各組織の間で
自殺対策となるネット
ワークを広げていくよう、
協力を呼びかけます。

実施

・令和３年３月２７日、書面開催会議に
おいて、自殺対策推進事業について
報告し、委員から取組に関する意見
を聴取した。

実施

・８月５日、３月２４日の書面会議にお
いて、令和２年度、３年度の事業報告
及び、令和令和４年度の事業計画を
報告し、委員から取組に関する意見
を聴取した。

実施

・７月２６日、２月１３日実施の会議に
おいて、令和４年度の事業報告及び
令和５年度の事業計画を報告し、委
員から取組に関する意見を聴取した。

実施

・令和５年７月２４日、２月９日実施の
会議において、令和５年度の自殺対
策推進事業の報告をし、委員から取
組に関する意見を聴取した。

◎当初の予定
どおり実施でき
た

各年度の健康づくり推進協議会において自殺対策の
事業報告や取組状況の報告を行い、自殺の現状や対
策について理解を促すことができた。委員からは積極
的な質問や意見があり、ネットワークを強化することが
できた。

各委員の意見を聴取しながらネットワークの強化を継
続して行う必要がある。

自殺対策推進計画最終評価（令和２年度～令和５年度）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 基本施策１ 地域におけるネットワークの強化 〇庁内の各部署が開催している会議体などにおいて、自殺対策のネットワークの必要性や相談先について情報提供し、ネットワークの基盤整備を進めた会議･活動数

事業・業務名 令和２年度実施状況 令和３年度実施状況 令和４年度実施状況 令和５年度実施状況

要保護児童対策地域
協議会

地域包括支援セン
ター運営協議会

高齢者虐待防止ネット
ワーク会議

障害者虐待防止ネット
ワーク会議

町内会・自治会活動の
支援事業

民生児童委員協議会

保護司活動

健康づくり推進協議会

【評価基準】
◎当初の予定どおり実施できた
○概ね実施できた
△実施は不十分だった
×実施できなかった

高齢者支援課

福祉総務課

資料２



事業・業務名 内容 ４年間の評価 ４年間の振り返り 課題

○概ね実施で
きた

介護予防リーダー
育成事業

介護予防リーダーとな
る住民にゲートキー
パーに関する情報提
供を行い、行政につな
ぐなどの対応を推進し
ます。

０人
・自殺予防について、講座内で触
れていない。

１０人

・新規育成者は２名
・新型コロナウイルス感染症の影響
（外出控えによる、精神面への影
響）について、言及した。

５人

・新規育成者は２名
・新型コロナウイルス感染症の影響
（外出控えによる高齢者の精神面
への影響など）と、自殺を防ぐサ
ポーターとしての役割について言及
した。

８人
・新規育成者は７名
・自殺を防ぐサポーターとしての役
割について言及した。

○概ね実施で
きた

事業の開催時に自殺を防ぐ役割について言及は概
ね行えている。

言及だけでなくチラシの配布等周知方法についても
検討していく。

認知症サポーター
ステップアップ講
座

認知症サポータース
テップアップ講座受講
終了者を対象に、ゲー
トキーパーに関する情
報提供を行い、自殺リ
スクの早期発見と対応
など気付き役としての
役割を担える人材の拡
充に努めます。

１１人
・認知症の方を介護する家族のメン
タルヘルスについて講座内で伝
えている。

２０人
・介護者の心理過程や思いを共有
するなど、介護者のメンタルヘルス
について講座内で伝えている。

１６人

・介護者の心理過程や思いを共有
するなど、介護者のメンタルヘルス
について説明し、介護者を支える
ゲートキーパーについて講座内で
伝えた。

１２人

・介護者の心理過程や思いを共有
するなど、介護者のメンタルヘルス
について説明し、介護者を支える
ゲートキーパーについて講座内で
伝えた。

○概ね実施で
きた

事業の開催時に自殺を防ぐ役割について言及は行
えている。

言及だけでなくチラシの配布等周知方法についても
検討していく。

 基本施策２ 自殺を防ぐサポーターとなる人材の育成 〇市民や関係団体の活動を通じて自殺を防ぐサポーターの育成数

令和２年度実施状況 令和３年度実施状況 令和４年度実施状況 令和５年度実施状況

【評価基準】
◎当初の予定どおり実施できた
○概ね実施できた
△実施は不十分だった
×実施できなかった

健康づくり市民推
進委員会事業

健康課

推進委員にゲートキー
パー研修の受講を促
し、地域の自殺リスクが
高いと思われる人を健
康相談事業につなぐな
どの対応が取れる人材
の育成に努めます。ま
た、心の健康保持・増
進に関する健康づくり
活動の実施を促しま
す。

１２２人

・新型コロナウイルス感染症の拡大
により予定していたゲートキーパー
研修の開催を見送ることとした。
・令和３年２月２２日にゲートキー
パー協力依頼のチラシを送付した。
（総枚数１２２枚）

１２０人
・３月２４日に、市と東京都が作成し
たゲートキーパーに関する資料を
送付し情報提供した。

３２人

・１月２０日に健康づくり市民推進委
員研修として、秋川病院植田医師よ
り「心も元気に地域とのつながりを
深めよう～ゲートキーパーについて
～」を実施した。

１３人

・令和６年３月１９日に「つながる・む
きあう・ささえる　いのちを守る出前
講座」を実施した。(講師：東京司法
書士会）
・健康づくり市民推進員にチラシを
配布し参加を促した。

○概ね実施で
きた

健康づくり市民推進委員に対して、ゲートキーパー
研修の実施や資料の配布を通じて、人材の育成を
行うことが出来た。引き続き、地域住民のこころの健
康づくりのための研修等を企画していく。

地域住民のこころの健康づくりを推進するために、
研修回数を増やすなどの検討が必要である。

地域イキイキ元気
づくり事業

事業の協力者（健康づ
くり市民推進委員やふ
れあい福祉委員、民生
委員・児童委員など）
をはじめ、参加してい
る一人ひとりが、困って
いる人に気付き、相談
窓口へつなぐ役割が
できるよう、健康のワン
ポイントなどで情報提
供を行い、人材の育成
に努めます。また、うつ
病など心の病気の予
防につながる心の健康
づくりや休養に関する
啓発を行います。

０人

・新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止により事業を中止してい
る。しかし、コロナの自粛生活による
こころの不調と向き合いストレスを解
消するワンポイントを記載した通信
を作成し、参加者宅を訪問して配布
した。

0人
・第８号のイキイキ通信の中で、心
の健康や睡眠について健康のワン
ポイントアドバイスを掲載した。

０人

・３月に配布するイキイキ通信にお
いて、こころの健康について掲載
し、健康のワンポイントアドバイスを
実施した。
・事業の運営に協力いただいてい
る、町内会自治会の役員やふれあ
い福祉委員、民生児童委員などを
対象にした、ゲートキーパーの育成
は未実施。

６人

・令和６年３月１９日に「つながる・む
きあう・ささえる　いのちを守る出前
講座」を実施した。（講師：東京司法
書士会）
・あきる野市町内会自治会長、民生
児童委員、ふれあい福祉委員へチ
ラシを配布し参加を促した。

事業の協力者に対して、ゲートキーパー研修の実施
や資料の配布を通じて、人材の育成を行うことが出
来た。引き続き、地域住民のこころの健康づくりのた
めの研修等を企画していく。
健康のワンポイントを通じて、心の病気予防や心の
健康づくりに対する啓発を行うことができた。

地域住民のこころの健康づくりを進めるために、研
修対象者を拡大するなどの検討が必要である。

高齢者支援課



担当課 内容 4年間の評価 ４年間の振り返り 課題

市長公室

広報紙、ホームページ、
メール配信サービス、ツ
イッターを活用し、自殺
対策強化月間や自殺予
防週間の周知を図りま
す。

変化無し
・担当課からの掲載希望に応じて、情報発
信に努めた。

変化無し
・担当課からの掲載希望に応じて、情報発信
に努めた。

変化無し

担当課からの掲載希望に応じて、情報
発信に努めた。
・９月１日号掲載「こころの健康づくり～あ
なたのこころは元気ですか～」
・１月１５日号掲載「あきる野市自殺対策
推進協議会委員を募集します」
・２月１５日号、３月１日号掲載「一人ひと
りがいのちを守るゲートキーパーに　３月
は自殺対策強化月間です」

変化無し

・担当課からの掲載希望に応じて、情報発
信に努めた。
・９月１日号掲載「心の健康づくり～あなた
のこころは元気ですか～」

◎当初の予
定どおり実施
できた

担当課からの掲載希望に応じ、広報あきる野での情報掲
載や、ホームページ、メール配信システム、Ｘ（旧ツイッ
ター）を利用し担当課から情報発信ができた。

引き続き、担当課の掲載希望に応じ、滞りなく情
報発信していく。

担当課 内容 4年間の評価 ４年間の振り返り 課題

市長公室

くらしの便利帳の中に、
様々な生きる支援に関
する相談先の情報を掲
載することで、情報周知
を図ります。

実施
・担当課からの掲載希望に応じて、情報発
信に努めた。
・発行部数　３７,７００部

未実施 － 実施
・市民生活の中で起こる問題や悩み事の
相談窓口を掲載している。
・発行部数　３６,５００部

未実施 -
◎当初の予
定どおり実施
できた

くらしの便利帳の中に、様々な生きる支援に関する相談先
の情報を掲載し、情報の周知を図ることができた。また、２
年に一度の発行年に全戸配布する以外に、転入者に対し
て市民課で配布を行い、広く周知を行うことができた。

引き続き、担当課の掲載希望に応じ、滞りなく情
報発信していく。

妊娠、出産、子育てに
関する情報や子育てな
どに関する相談窓口の
情報を発信することで、
自殺リスクの低減に努め
ます。

実施

・妊娠、出産、子育てに関する情報や子育
てなどに関する相談窓口の情報を発信し
た。
・サイトへのアクセス件数(令和２年４月から　
　令和３年３月まで）　（１１９,９１３件）

実施

・妊娠、出産、子育てに関する情報や子育て
などに関する相談窓口の情報の中に、こころと
いのちの相談窓口についても情報提供してい
る。
・サイトへのアクセス件数(令和３年４月から令
和４年３月末まで）
（１１１,８９１件）

実施

妊娠、出産、子育てに関する情報や子
育てなどに関する相談窓口の情報の中
に、こころといのちの相談窓口について
も情報提供している。
・サイトへのアクセス件数(令和4年4月か
ら令和5年3月末まで）
（１１１,０２５件）

実施

・妊娠、出産、子育てに関する情報や子育
てなどに関する相談窓口の情報の中に、こ
ころといのちの相談窓口についても情報提
供している。
・サイトへのアクセス件数(令和5年4月から
令和6年3月末まで）
（１１２,０５０件）

◎当初の予
定どおり実施
できた

妊娠期からの子育て情報やこころといのちの相談窓口の
情報を発信し、不安や悩みを一人で抱えることがないよ
う、自殺リスクの低減に努めることができた。

関係部署から迅速な情報発信ができ、検索性が
向上できるようなサイトを構築する必要がある。

妊娠、出産、子育てに
関する情報や子育てな
どに関する相談窓口の
情報を発信することで、
自殺リスクの低減に努め
ます。

実施

・妊娠、出産、子育てに関する情報や子育
てなどに関する相談窓口の情報を発信し
た。
・アプリダウンロードユーザー数（令和３年
３月末までの累計人数）　(１,１６３人）

実施

・妊娠、出産、子育てに関する情報や子育て
などに関する相談窓口の情報の中に、こころと
いのちの相談窓口についても情報提供してい
る。
・アプリダウンロードユーザー数（令和４年３月
末までの累計人数）（１,３７４人）

実施

・妊娠、出産、子育てに関する情報や子
育てなどに関する相談窓口の情報の中
に、こころといのちの相談窓口について
も情報提供している。
・アプリダウンロードユーザー数（令和５
年３月末までの累計人数）
（１,５６７人）

実施

妊娠、出産、子育てに関する情報や子育て
などに関する相談窓口の情報の中に、ここ
ろといのちの相談窓口についても情報提供
している。
・アプリダウンロードユーザー数（令和６年３
月末までの累計人数）
（１,６４９人）

◎当初の予
定どおり実施
できた

妊娠期からの子育て情報やこころといのちの相談窓口の
情報を発信し、不安や悩みを一人で抱えることがないよ
う、自殺リスクの低減に努めることができた。

関係部署から迅速な情報発信ができ、検索性が
向上できるようなアプリを構築する必要がある。

 基本施策３ 市民への周知啓発(広報事業） 〇各事業で自殺防止に関する情報の掲載及びリーフレット（自殺対策推進計画概要版や相談先紹介リーフレットなど）を設置･配布した箇所数

事業・業務名 令和２年度実施状況 令和３年度実施状況 令和４年度実施状況 令和５年度実施状況

 基本施策３ 市民への周知啓発 〇各事業で自殺防止に関する情報の掲載及びリーフレット（自殺対策推進計画概要版や相談先紹介リーフレットなど）を設置･配布した箇所数

事業・業務名 令和２年度実施状況 令和３年度実施状況 令和４年度実施状況 令和５年度実施状況

くらしの便利帳
の発行

子育て応援サイト
るのキッズ運営事業

子育て応援アプリ
るのキッズ運営事業

【評価基準】
◎当初の予定どおり実施できた
○概ね実施できた
△実施は不十分だった
×実施できなかった

広報事業

健康課

市広報紙、ホームペー
ジ、メール配信サービ
ス、ツイッターを活用し、
自殺対策強化月間や自
殺予防週間の周知を図
ります。

増加

・コロナ禍における自殺の増加が懸念される
ことから、「ストレスチェックと相談窓口チラ
シ」を作成し、町内会・自治会や関係団体、
庁内係部署の協力を得て、広く市民に配布
を行った。（配布部数：２４,０００枚）
・９月の自殺予防週間に合わせ、市広報に
ストレスチェックと相談窓口紹介に関するこ
と及び国・都の自殺対策の取組について掲
載するとともに、市ホームページにおいて、
「こころの健康づくり～あなたのこころは元気
ですか？～」を掲載した。・令和３年１月、新
成人に「ストレスチェックと相談窓口チラシ」
を配布した。（配布枚数：８３０枚）
・令和３年３月、自殺対策強化月間の周知と
共に、ゲートキーパーの周知「一人ひとりが　
いのちを守る門番(ゲートキーパー）に」を広
報に掲載した。

増加

・９月の自殺予防週間に合わせ、「ストレス
チェックと相談窓口チラシ」を作成し、町内会・
自治会や関係団体、庁内係部署の協力を得
て、広く市民に配布を行った。
（配布部数：２１,１００枚）
・市広報紙にストレスチェックと相談窓口紹介
に関すること及び国・都の自殺対策の取組に
ついて掲載するとともに、市ホームページの内
容を更新した。
・新成人への周知として、「ストレスチェックと相
談窓口チラシ」を作成し、配布した。（配布枚
数８５０枚）
・３月の東京都自殺対策強化月間に合わせ、
「ゲートキーパーと相談窓口チラシ」を作成し、
健康づくり市民推進委員や庁内部署の会議
等で配布を行った。（配布枚数３７０枚）

増加

・９月の自殺予防週間に合わせ、「ストレ
スチェックと相談窓口」チラシを作成し、
町内会・自治会や関係団体、庁内係部
署の協力を得て、広く市民に配布した。
（配布部数：１９,５００枚）
・市広報紙(９月１日号）にストレスチェック
と相談窓口紹介に関すること、都の自殺
対策の取組について掲載するとともに、
市ホームページの案内をした。
・二十歳を祝う会参加者への周知とし
て、「ゲートキーパーと相談窓口」チラシ
を作成しポケットティッシュに入れ配布し
た。（配布個数：７５０個）
・市広報紙（２月１５日号、３月１日号）に
東京都自殺対策強化月間に合わせて
ゲートキーパーや相談窓口に関する記
事の掲載を行うとともに、市ホームページ
の内容を更新した。
・通年を通して使えるチラシの作成を行
い、健康課窓口への設置、庁内

増加

・令和５年８月５日に実施のあきる野夏まつ
りにおいて、「ゲートキーパーと相談窓口」
チラシを配布した。(配布部数:２００枚)
・９月の自殺予防週間に合わせ、市広報紙
(９月１日号）にストレスチェックと相談窓口紹
介に関すること、都の自殺対策の取組につ
いて掲載するとともに、市ホームページの案
内をした。
･第２６回健康のつどい(令和５年１０月７日)
ホールコーナーにおいて、周知ポスターの
掲示、パンフレットの配布を行った。
・令和６年１月８日二十歳を祝う会参加者へ
の周知として、「ゲートキーパーと相談窓
口」チラシを作成しポケットティッシュに入れ
配布した。（配布個数：約６５０個）
・通年を通して使えるチラシの作成を行い、
健康課窓口への設置、庁内部署の会議等
で配布をおこなった。
・３月の自殺対策強化月間に合わせて、市
広報紙(３月１日号)に談窓口紹介に関する
こと、都の自殺対策の取組について掲載す
るとともに、市ホームページの案内をした。
また、メール配信を行い自殺対策の周知を
強化して行った。

◎当初の予
定どおり実施
できた

・市広報紙への掲載や窓口チラシの作成、メール配信な
どを行い自殺対策強化月間や自殺予防週間の周知を広
く市民へ行うことができた。

・引き続き様々な媒体を使って、自殺対策への
周知啓発の強化を継続していく必要がある。

子育て支援
ガイドブック発行事
業

子ども政策課

妊娠、出産、子育てに
関する情報や子育てな
どに関する相談窓口の
情報を発信することで、
自殺リスクの低減に努め
ます。

実施
・妊娠届出時、出生届出時、転入届出時
（子育て世帯）などに窓口で配布した。
・発行部数　５,０００部（２年分）

実施

・令和３年度はガイドブック作成の中間年であ
るため、「更新一覧」を各部署に配布した。
・配布部数　約８００部を年度当初に関係部署
等に配布したほか、随時、子育て関連窓口に
て配布した。
・妊娠、出産、子育てに関する相談窓口の情
報を掲載している。

実施

・令和4年度はガイドブックを作成し、子
育て世帯や各関係施設等に配布した。
・配布部数　作成した５,０００部のうち、年
度当初に約８００部を関係部署等に配布
したほか、随時、子育て関連窓口にて配
布している。
・こころの相談先として妊娠、出産、子育
てに関する相談窓口の情報を掲載して
いる。

実施

・令和５年度はガイドブック作成の中間年で
あるため、「更新一覧」を作成した。
・配布部数　作成した約１,０００部のうち、年
度当初に約８００部を関係部署等に配布し
たほか、随時、子育て関連窓口にて配布し
た。

◎当初の予
定どおり実施
できた

子育て支援ガイドブック及び更新一覧を作成し、子育て世
帯や各関係機関等に配布して、妊娠期からの子育て情報
や相談窓口の情報を発信したことで、不安や悩みを一人
で抱えることがないよう、自殺リスクの低減に努めることが
できた。

子育て支援ガイドブックの持ち運びの利便性や
必要な時に必要な情報が得られるよう電子化を
検討する。



担当課 内容 4年間の評価 ４年間の振り返り 課題

高齢者在宅サービスセ
ンターに各種相談先の
リーフレットを置くなどに
より、情報提供を行いま
す。

実施
・市内の高齢者在宅サービスセンター（3か
所）に、リーフレットを配布した。
・実施箇所　３カ所

実施
・２月に「ゲートキーパーと相談窓口チラシ」
リーフレット配布

実施
・１１月に「ストレスチェックと相談窓口チ
ラシ」チラシを配布した。

実施
・１１月に「ストレスチェックと相談窓口チラ
シ」チラシを配布した。

○概ね実施
できた

年に１度のペースで周知が行えている。 今後も年に１度のペースで周知を図っていく。

シルバーパス更新手続
時に高齢者向け相談機
関の窓口一覧などの
リーフレットを置くなどに
より、情報提供を行いま
す。

未実施

・新型コロナウィルス感染症拡大防止のた
め、各高齢者が郵送で交付申請する方法
に変更となり、リーフレットを配布していな
い。

未実施 ・郵送による更新のため、未配布 未実施
・郵送による更新のため、「ストレスチェッ
クと相談窓口」チラシは配布できていな
い。

未実施
・郵送による更新のため、「ストレスチェックと
相談窓口」チラシは配布できていない。

△実施は不
十分だった

コロナ渦以降、郵送による更新手続きに変更となったが、
東京都から直接送付されるため、リーフレット等の配布は
行えていない。

今後は周知方法も含めて検討していく。

介護教室において、各
種相談先のリーフレット
を配布するなどにより、
問題の啓発や情報提供
の拠点として活用しま
す。

未実施
・介護教室は４回実施したが、リーフレットを
配布していない。

未実施 ・リーフレット未配布 未実施 ・リーフレット未配布 未実施 ・リーフレット未配布
○概ね実施
できた

リーフレット等の配布は行えていないが、教室主体は地域
包括支援センターが行っており、困りごとや心の悩みなど
についても総合相談の窓口として、教室の都度に周知を
行っている

円滑な連携を行い周知に努めていく。

各種相談先のリーフレッ
トを置くなどにより、情報
提供を行います。

実施
・９月に参加者１４人対し、リーフレットを配
布した。　
・実施箇所数　１カ所

未実施
・未実施。年度末までに、自殺対策のリーフ
レットは未配布

実施
・９月に「ストレスチェックと相談窓口」チラ
シを配布した。

実施
・９月に「ストレスチェックと相談窓口」チラシ
を配布した。

○概ね実施
できた

年に１度のペースで周知が行えている。 今後も年に１度のペースで周知を図っていく。

講習会や研修会で自殺
問題に関する講演など
でリーフレットを配布し、
住民への啓発を図りま
す。

未実施 ・リーフレットを配布していない。 未実施 ・リーフレット未配布 未実施 ・リーフレット未配布 未実施 ・リーフレット未配布
△実施は不
十分だった

コロナ禍により令和３年度に講演会等を再開したが、参加
者の減少から講演会のテーマが特定されたものとなって
おり、リーフレット等の配布は行えていない。

今後は周知方法について検討していく。

認知症の当事者やその
家族のみならず、介護
従事者の悩みを共有し
たり、情報交換を行える
場に各種相談先のリー
フレットを置くなどによ
り、情報提供を行いま
す。

未実施 ・リーフレットを配布していない。 実施
・認知症カフェにおいて、コロナ禍における精
神面の変化について、情報提供を実施した。
・自殺対策のリーフレットは未配布

実施
・９月に「ストレスチェックと相談窓口」チラ
シを配布した。

実施
・９月に「ストレスチェックと相談窓口」チラシ
を配布した。

○概ね実施
できた

コロナ渦、年に１度のペースで周知が行えている。 今後も年に１度のペースで周知を図っていく。

事業所がワークライフバ
ランスの取組について、
広報紙への掲載や商工
会及び窓口へリーフレッ
トなどを設置して情報提
供し、周知を図ります。

実施

・広報への掲載、商工会へパンフレット等の
配布及び市の窓口へパンフレット等を設置
し周知を図ることにより、市民への情報提供
及び啓発を行っている。
・実施箇所数　３カ所

実施

・商工会へ働く人のメンタルヘルスに関するパ
ンフレット等の配布や市の窓口へ働く人のメン
タルヘルスに関するパンフレット等を設置し周
知を図ることにより、市民への情報提供及び啓
発を行っている。
・実施箇所数　２カ所

実施

・メンタルヘルスや職場環境の改善に関
するパンフレット等を商工会及び商工振
興課の窓口に設置し、労働者や雇用者
への周知を図った。
・実施箇所数　２か所

実施

・メンタルヘルスや職場環境の改善に関す
るパンフレット等を商工会及び商工振興課
の窓口に設置し、労働者や雇用者への周
知を図った。
・実施箇所数　２か所

○概ね実施
できた

事業者向けの労働相談専用窓口を設置していないため、
国や都の相談窓口にスムーズに繋ぐことができるよう、商
工会との情報共有及びパンフレットの設置等を行い、周知
を図ることができた。

労働相談窓口の案内やパンフレットの設置など
間接的な支援が主であるため、直接的な効果を
検証しづらいという現状がある。
引き続き、商工会との情報共有を図りながら、事
業者が必要とする支援について検討していく必
要がある。

 基本施策３ 市民への周知啓発 〇各事業で自殺防止に関する情報の掲載及びリーフレット（自殺対策推進計画概要版や相談先紹介リーフレットなど）を設置･配布した箇所数

事業・業務名 令和２年度実施状況 令和３年度実施状況 令和４年度実施状況 令和５年度実施状況

高齢者生きがい活
動支援通所事業

東京都シルバーパ
ス交付の支援事業

介護教室事業

小宮ふれあい
交流事業

高齢者クラブ等
補助事業

認知症カフェ運営
補助事業

労働行政事務
（労働環境の改善）

高齢者支援課

労働行政事務
（就労支援）

商工振興課

ハローワークが主催する
地域雇用問題連絡会議
において、ハローワー
ク・労働基準監督署・行
政所管課（生活福祉課・
高齢者支援課・障がい
者支援課・商工振興課）
間で情報共有を図りま
す。また、広報紙への掲
載や商工会及び窓口へ
リーフレットなどを設置し
て情報提供を行い、周
知を図ります。

実施

・広報への掲載や市の窓口へパンフレット
等を設置し周知を図ることにより、市民への
情報提供を行っている。
・実施箇所数　２カ所

実施

・市の窓口へ働く人のメンタルヘルスに関する
パンフレット等を設置し周知を図ることにより、
市民への情報提供を行っている。
・実施箇所数　１カ所

実施

・メンタルヘルスや労働相談に関するパ
ンフレット等を商工振興課の窓口に設置
し、労働者への周知を図った。
・実施箇所数　１カ所

実施

・地域雇用問題連絡会議において情報共
有を図った。
・メンタルヘルスや労働相談に関するパンフ
レット等を商工振興課の窓口に設置し、労
働者への周知を図った。
・実施箇所数　1カ所

○概ね実施
できた

労働者向けの労働相談専用窓口を設置していないため、
国や都の相談窓口にスムーズに繋ぐことができるよう、関
連部署との情報共有及びパンフレットの設置等を行い、周
知を図ることができた。

労働相談窓口の案内やパンフレットの設置など
間接的な支援が主であるため、直接的な効果を
検証しづらいという現状がある。
引き続き、雇用問題連絡会議を通して、就労を
取り巻く環境や課題等を情報共有しながら、必
要となる支援を検討していく必要がある。

関連する図書館資
料の展示及び
リーフレット配布

図書館

自殺対策強化月間に合
わせて展示を実施しま
す。また、リーフレット
コーナーを常設してお
り、自殺問題に関連した
リーフレットなどの配布
を行います。

実施
・中央図書館・東部図書館エル・五日市図
書館・中央図書館増戸分室
・実施箇所数　４カ所

実施

・中央図書館：令和４年３月　ミニ展示「自殺対
策強化月間」
・東部図書館エル：令和４年３月　テーマ展示
「一人ひとりが命を守るゲートキーパーに」
・五日市図書館：令和４年３月　テーマ展示
「自殺対策強化月間」冊数３１冊リーフレット配
布

実施

・中央図書館：令和５年３月（自殺防止月
間）
　テーマ展示１００冊　
　関係リーフレット等配布
・東部図書館エル：令和５年３月（自殺防
止月間）
　テーマ展示１００冊
　関係リーフレット等配布
・五日市図書館：令和５年３月
　テーマ展示「自殺対策強化月間」
　２４冊
　リーフレット配布

実施

・中央図書館：令和６年３月（自殺防止月
間）
　テーマ展示１２９冊
　関係リーフレット等配布
・東部図書館エル：令和５年３月（自殺防止
月間）
　テーマ展示「ひとりじゃない」６６冊
　関係リーフレット等配布
・五日市図書館：令和６年３月
  テーマ展示「自殺対策強化月間」 ２２冊
　関係リーフレット配布

◎当初の予
定どおり実施
できた

テーマ展示、リーフレットの配布等、計画通りに実施するこ
とができた。

引続き現状を継続しながら、一層の自殺対策推
進に取り組んでいく。

中央公民館事業
生涯学習推進
課

中央公民館で実施して
いる寿大学、市民大学、
男女共同参画啓発事業
などの講座の中で、心
や身体の健康などの内
容を取り入れたり、自殺
防止リーフレットを設置
するなど、自殺予防に
ついて住民の理解促進
につなげます。

実施

・コロナ禍が子どもたちの心とからだに与え
る影響や子ども・若者・高齢者と幅広い層に
おける貧困問題の現状や背景を内容とした
市民企画講座２講座の実施や自殺予防に
関するチラシを公民館施設に配架し、啓発
を行った。
・言葉がけで変わる子どもとの毎日など、乳
幼児の保護者向けの講座等の実施や自殺
予防に関するチラシを公民館施設に配架
し、啓発を行った。

実施

・日本における雇用・労働・貧困問題を取り上
げた内容の市民企画講座１講座を実施した。
・自殺予防に関する「ストレスチェックと相談窓
口チラシ」を公民館施設に配架し、啓発を行っ
た。

実施

・自殺予防に関する「ストレスチェックと相
談窓口」チラシを公民館施設に配架し、
啓発を行った。
・不登校や学習障害など、様々な悩み事
に関する市民企画講座を１講座実施。講
師との個別相談もj実施。

実施

・障害のある子を持つ高齢の親等を対象に
子供の行く末の心配がある中で安心して生
活していくための学習講座及び不登校の子
どもやその保護者に活動機会を提供する学
習講座を、市民企画講座として2講座実施
した。
・女と男のライフフォーラムの事業におい
て、ジェンダーの問題から男性の働き過ぎと
自殺率の問題に言及した。

○概ね実施
できた

　担当部署等から依頼のあったポスターの掲出、リーフ
レット等の設置・配布を行うとともに、公民館事業では、特
に市民企画講座の中で関連するテーマの講座実施によ
り、周知啓発を図っており、当初の予定を概ね実施できた
と評価する。

　ポスター・チラシ等の設置･配布は担当部署か
らの依頼に基づくものであり、講座テーマも市民
団体の企画によるものが中心となっている。
　このため、関連資料の掲出や講座の企画な
ど、主体的な取組みを進め、住民の理解促進に
つなげる必要がある。



担当課 内容 4年間の評価 4年間の振り返り 課題

企画政
策課

就労に関する事
項で「ワーク・ライ
フ・バランス＝仕
事と生活の調和」
の認知度
※市民アンケート
問「ワーク・ライフ・
バランスという言
葉をご存知です
か」

増加

・令和２年１１月２０日から１２月１８日
までを回答期間とし、市民アンケー
トを実施した結果、３１．０％であっ
たため、指標選択について「増加」
を選択する。

増加

・令和２年度市民アンケート調査の
結果、「ワーク・ライフ・バランスの内
容を含めて知っている」と回答した
割合は３１．０%であり、平成３０年度
結果
（２６.７%）から増加している。

増加

・令和４年度市民アンケート調査の結
果、「ワーク・ライフ・バランスの内容を
含め知っている」と回答した割合は
２９.３％であり、平成３０年度結果
（２６．７％）から増加している。

変化
無し

・市民アンケート調査は隔年実施で
あり、令和５年度は実施していない
ため、変更なし。次回は令和６年度
に実施予定である。

○概ね実施で
きた

・ワーク・ライフ・バランスの認知度向上のため、対象
となる市民の目につきやすいところにポスターやチラ
シを設置した。また、ワーク・ライフ・バランスに取り組
んでいる事業所を令和２年度と令和５年度にそれぞ
れ１社認定し、取組の周知を図った。今後は認知度
が更に向上するよう、チラシ等の配布方法の検討や
SNS等を活用した情報発信をする。

ポスターやチラシ、広報あきる野、市ホームページ
への掲載以外の効果的な周知方法を導入し、更な
る認知度の増加に取り組む必要がある。

担当課 内容 4年間の評価 4年間の振り返りと課題 課題

 基本施策４ 一人ひとりが安心して生きることへの支援 ○就労に関する事項で、「ワーク・ライフ・バランス＝仕事と生活の調和」の認知度

事業・業務名 令和2年度実施状況 令和3年度実施状況 令和4年度実施状況 令和5年度実施状況

「ワーク・ライフ・バ
ランスの内容を含
めて知っている」と
回答した割合

 基本施策４ 一人ひとりが安心して生きることへの支援 〇児童・生徒及び子育てに関する事項で、悩んだとき・困った時に相談できる環境づくりに関するもの

事業・業務名 令和2年度実施状況 令和3年度実施状況 令和4年度実施状況 令和5年度実施状況

【評価基準】
◎当初の予定どおり実施できた

○概ね実施できた
△実施は不十分だった

×実施できなかった

教育相談事業 指導室

学校における教
育相談体制の充
実を図るとともに、
教育相談所の臨
床心理士による相
談業務や巡回相
談の実施、スクー
ルカウンセラーの
配置などを行い、
児童・生徒の心理
的ケアを行うこと
で自殺リスクの軽
減を図ります。

継続

・教育相談所の相談業務
来室相談１,５２９件　電話相談３６８
件（延べ人数）
・臨床心理士による巡回相談
市内公立学校１６校、希望する市内
幼稚園・保育園で実施。
・スクールカウンセラーの配置
市内公立学校全１６校に配置。

継続

・教育相談所の相談業務（発達等
についての相談）
　　来室相談１,６９１件
　　電話相談３１８件
・臨床心理士による巡回相談（就学
支援についての相談）
　市内公立学校全１６校、希望する
市内幼稚園・保育園で実　施。
・スクールカウンセラーの配置（小学
５年生、中学１年生は全員面接）市
内公立学校全１６校に配置。
・６月、１１月にアンケートを実施。い
じめ等心の相談がある場合には個
別対応している。

継続

・教育相談所の相談業務（発達等に
ついての相談）
　　来室相談１,６０１件
　　電話相談１４２件
・臨床心理士による巡回相談（就学支
援についての相談）
　市内公立学校全１６校、希望する市
内幼稚園・保育園で実施した。
・スクールカウンセラーの配置（小学5
年生、中学１年生は全員面接）市内
公立学校全１６校に配置。
・６月、１１月にアンケートを実施。いじ
め等心の相談がある場合には個別対
応している。

継続

・教育相談所の相談業務（発達等
についての相談）
　　来室相談１,８７５件
　　電話相談１１９件
・臨床心理士による巡回相談（就学
支援についての相談）
市内公立学校全１６校、希望する市
内幼稚園・保育園で実施　した。
・スクールカウンセラーの配置（小学
５年生、中学１年生は全員面接）市
内公立学校全１６校に配置。
・６月、１１月にアンケートを実施。い
じめ等心の相談がある場合には個
別対応している。

◎当初の予定
どおり実施でき
た

令和４年度から新規作成した「児童・生徒理解・支援
シート」(出席状況、関係医療機関、保護者との連携
状況等を記載した個票)を活用し、学校、スクール
ソーシャルワーカー、教育支援室及び教育相談所と
連携し、校内における不登校及び不登校傾向にあ
る児童・生徒の早期発見・早期対応の充実を図っ
た。

関係諸機関と情報の共有化を図り、より効果的な教
育相談の充実を図ること。

子ども家庭支援セ
ンター事業

子ども
家庭支
援セン
ター

子育てに関する
保護者の相談や
１８歳未満の子ど
もの相談に対し、
適切な対応をする
ことで、不安を和
らげ、自殺リスクの
軽減につなげま
す。
また、児童虐待は
家庭に問題を抱
えていたり、被虐
待児に心理的ダ
メージを与えるた
め、児童虐待の
適切な対応に努
めます。

継続
・相談件数６２５件
（うち虐待相談１３０件）の対応をし
た。

継続
・相談件数５２４件
（うち虐待相談１９１件）の対応をし
ている。

継続
・相談件数６１８件
（うち虐待相談１８４件）の対応をした。
・親子の心の相談も含まれている。

継続

・相談件数４６７件
（うち虐待相談１７７件）の対応をし
た。
・親子の心の相談も含まれている。

◎当初の予定
どおり実施でき
た

　相談件数延べ２,２２４件（うち虐待相談延べ６８２
件）の対応をし、子育てに関する保護者の相談や１
８歳未満の子どもの相談に対し、適切な対応をする
ことで、不安を和らげ、自殺リスクの軽減に努めた。

行政機関に拒否感のある保護者に対する支援に課
題がある。
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担当課 内容 ４年間の評価 ４年間の振り返りと課題 課題

－ 実施 ５６８件 実施 ３７５件 実施 ３０２件 実施 ２１４件
○概ね実施で
きた

生活が困難になった背景や経過、原因などを把握し、必要な
関係機関につなぐなどの対応を行うなど、困った時に安心し
て相談できるよう支援を行った。

・生活が困難になっている複数の要因が複雑に絡んでいるこ
とが多く、自殺リスクの把握までに時間がかかる。
・複数の関係機関において支援に行き詰まっているケースが
あり、その対応について、関係機関間の更なる連携強化が必
要である。

－ 実施 １８１件 実施 １９９件 実施 ２４７件 実施 ３４１件
○概ね実施で
きた

生活が困難になった背景や経過、原因などを把握し、生活保
護申請を受け付ける又は必要な関係機関につなぐなどの対
応を行うことで一人ひとりが安心して生きることへの支援を行っ
た。

・生活が困難になっている複数の要因が複雑に絡んでいるこ
とが多く、自殺リスクの把握までに時間がかかる。
・複数の関係機関において支援に行き詰まっているケースが
あり、その対応について、関係機関間の更なる連携強化が必
要である。

－ 実施 １１１件 実施 １５１件 実施 １４９件 実施 １５０件
○概ね実施で
きた

生活が困難になった背景や経過、原因などを把握し、生活保
護申請を受け付けることで一人ひとりが安心して生きることへ
の支援を行った。

・生活が困難になっている複数の要因が複雑に絡んでいるこ
とが多く、自殺リスクの把握までに時間がかかる。
・複数の関係機関において支援に行き詰まっているケースが
あり、その対応について、関係機関間の更なる連携強化が必
要である。

職員課
市職員としてのゲートキーパーの
役割を理解し、自殺対策に関する
認識を深める

－ － 実施

市職員としてのゲートキーパーの役割を
理解し、自殺対策に関する認識を深める
ことを目的に、「いのちを守る（ゲートキー
パー）研修」を実施した。

実施状況：第１回２１人、第２回１９人　
計４０人
対象者：係長・主査職以上の職員

実施

市職員としてのゲートキーパーの役割を
理解し、自殺対策に関する認識を深め
ることを目的に、「いのちを守る（ゲート
キーパー）研修」を実施した。

実施状況：第１回２９人、第２回２１人　計
５０人
対象者：主任職以下の職員

○概ね実施で
きた

市職員を育成するため実施した「いのちを守るゲートキーパー
研修」は、コロナ禍により実施できない年度もあったが、令和4
年・5年度については係長・主査職以上の職員から主任職以
下の職員に対象を広げ実施することができた。

職員として適切な支援につなげられるよう、研修等を実施し知
識を習得する取組を継続していく。

 ※　評価指標にない事業

事業・業務名 令和２年度実施状況 令和３年度実施状況 令和４年度実施状況 令和５年度実施状況

生活困窮者自立
相談（初回相談
件数）

生活保護相談
（相談件数）

生活保護相談
（申請件数）

職員への育成

【評価基準】
◎当初の予定どおり実施できた
○概ね実施できた
△実施は不十分だった
×実施できなかった

生活福
祉課

こころの健康に
関する相談

健康課
/
子ども
家庭支
援セン
ター

－ 実施 － 実施

相談人数：２８人(男性５人、女性２３人）
＜相談人数の内訳＞
　～３９歳　 ：１３人
　４０～５９歳：２人
　６０～６４歳：１人
　６５～７４歳：４人
　７５歳～　  ：７人
　不明　　　 ：１人

相談窓口紹介チラシを見ての相談/3
件

＜相談内容の内訳＞
コロナによる不安や困窮：１件
人間関係：７件
子育て：７件
介護：２件
その他：１１件

実施

相談人数：２４人(男性３人、女性２１人）
＜相談人数の内訳＞
　～３９歳　 ：７人
　４０～５９歳：４人
　６０～６４歳：２人
　６５～７４歳：３人
　７５歳～　  ：８人
　不明　　　 ：０人

相談窓口紹介チラシを見ての相談/２件

＜相談内容の内訳＞
コロナによる不安や困窮：０件
人間関係：７件
子育て：４件
介護：２件
その他：１１件

実施

相談人数：３２人(男性７人、女性２５人）
＜相談人数の内訳＞
　～３９歳　 ：　１１人
　４０～５９歳：９人
　６０～６４歳：０人
　６５～７４歳：２人
　７５歳～　  ：７人
　不明　　　 ：３人

相談窓口紹介チラシを見ての相談/２件

＜相談内容の内訳＞
コロナによる不安や困窮：０件
人間関係：１０件
子育て：９件
介護：３件
その他：１０件

○概ね実施で
きた

不安や悩みを抱える人からの相談に対して、保健師が対応を
行った。継続的に関わりを持ったり、各関係機関と連携するこ
とによって幅広い層への相談対応が出来た。
また、健康相談を行っていることを市広報紙やチラシを配布し
周知を行った。

継続して事業を行う。次期計画では、基本施策へ反映し評価
していく必要がある。

子どもの学習・生
活支援事業

子ども
政策課

「子どもの学習・生活支援事業」と
して次のとおり実施しています。次
の３点を主な目的としています。
①学習意欲及び学力の向上を目
的とした学習支援
②生活習慣の形成や社会性を得
るための居場所の提供（日常生活
等における悩みや進路に関する
相談支援）
③保護者に対する養育支援
この結果、児童・生徒、保護者が
抱える問題の把握がより的確に行
えるようになり、自殺対策に向けた
関係機関との連携の充実も図ら
れるものと考えられます。

－ 実施

「子どもの学習・生活支援事業」として
次のとおり実施しました。
○目的
①学習意欲及び学力の向上を目的とし
た学習支援
②生活習慣の形成や社会性を得るた
めの居場所の提供
③日常生活等における悩みや進路に
関する相談支援
○状況　
集合型：１００名を対象に市内施設３会
場で実施（学習が中心）
訪問型：５世帯を対象に実施（問題を抱
えるケースに家庭へ訪問し支援）
○効果　
児童・生徒、保護者が抱える問題の把
握がより的確に行えるようになり、本事
業の連絡会において自殺対策に向け
た関係機関と重複する構成員と連携
し、児童・生徒の支援に当たりました。

実施

「子どもの学習・生活支援事業」として次
のとおり実施した。
○目的　
①学習意欲及び学力の向上を目的とし
た学習支援
②生活習慣の形成や社会性を得るため
の居場所の提供
③日常生活等における悩みや進路に関
する相談支援
○状況　
集合型：９９名を対象に市内施設３会場
で実施（学習が中心）
訪問型：６世帯７人を対象に実施（問題
を抱えるケースに家庭へ訪問し支援）
○効果　
児童・生徒、保護者が抱える問題の把握
がより的確に行えるようになり、本事業の
連絡会において自殺対策に向けた関係
機関と重複する構成員と連携し、児童・
生徒の支援に当たった。

実施

「子どもの学習・生活支援事業」として次
のとおり実施した。
○目的　
①学習意欲及び学力の向上を目的とし
た学習支援
②生活習慣の形成や社会性を得るため
の居場所の提供
③日常生活等における悩みや進路に関
する相談支援
○状況　
集合型：１０６名を対象に市内施設4会場
で実施（学習が中心）
訪問型：７世帯８人を対象に実施（問題
を抱えるケースに家庭へ訪問し支援）
○効果　
児童・生徒、保護者が抱える問題の把
握がより的確に行えるようになり、本事業
の連絡会において自殺対策に向けた関
係機関と重複する構成員が連携し、児
童・生徒の支援に当たった。

◎当初の予定
どおり実施で
きた

児童・生徒に合わせた学習や日常生活における相談支援を
行うことができた。
また、関係機関との連絡会において、問題を抱える児童・生徒
の情報共有を行い、自殺リスクの確認ができた。

問題を抱える児童・生徒の対応について、関係部署や関係機
関との連携の強化が必要である。


